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研 究

親子共通の食育ツールとして自家製弁当を用いた

　　　　　　　　小学生に対する食育介入効果

郡 俊　之

㌧
」

〔論文要旨〕

　近年，親子ともに食の問題がみられ食育が重要視されている。一方で，食育効果を検証した報告は乏しい。また

親に対する食育は進んでいない。本研究は，昼食が自家製弁当である小学校（5年生）で，親子共通の食育ツール

として自家製弁当を用いて，野菜摂取量増加を試みた介入研究である。介入群は，弁当の表面積比が主食：主菜：

副菜＝3：1：2となることを目標に食育を児童に行い，児童を介して親にも波及させた。介入前後に自己申告に

よる食習慣調査だけでなく，客観的指標であるデジカメによる弁当の表面積比調査を行い，対照群も同じ調査を実

施した。介入群は，弁当の副菜比率および野菜摂取量や不足しがちなビタミン類などの栄養素が有意に増加し，脂

肪エネルギー比が減少した。対照群に変化はなかった。以上から，自家製弁当は親子共通の食育ッールとして有用

であることが示唆された。
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L緒 言

　日本を含む先進国では，肥満や生活習慣病の増加が

社会問題となっており，これらは「食」に対する無関

心に起因する不規則な食事や栄養素の偏りなどが大き

く影響していると考えられる12）。肥満や生活習慣病の

予防には，子どもからの食生活習慣が重要で，野菜や

果物の摂取促進が有用であることが知られている3）。

さらに食習慣や食べ物の好みは，小児期に確立される

こと，および成人期においても小児期の食習慣や好み

が維持されることが，Lytleらの縦断研究により報告

されている4）。

　これらの背景から，欧米では子どもに対して野菜と

果物の摂取量を増加させるための介入研究が多く報告

されている5・6）。このような介入研究の結果果物の摂

取増加には多くが成功しているが，野菜の場合，有効

な介入7）もみられるが，果物のような一貫した結果は

得られていない。またReynoldsらによる小学生に対

する野菜と果物の介入研究8）では，介入後，自己申告

による食事調査で野菜・果物の摂取量が増加したが，

昼食時にスタッフが食事内容を観察するという客観的

手段で摂取量を評価すると有意な変化ではなかった。

このように食育介入研究で食事調査などを自己申告の

みに頼ると自己申告誤差が生じることが知られてお

り，客観的指標も合わせて用いることの重要性がうか

がわれる。

　一方，日本では2004年に栄養教諭制度創設，2005年

に食育基本法施行，2006年に食育推進基本計画が策定

され，2008年改訂の新学習指導要領では，食育を学校

の教育活動で取り組むものとされ9），多くの小学校で

食育が推進されるようになった。しかし食育の活動報

告が実施の紹介にとどまり，客観的指標で有効性を検

Usefulness　of　a　Handrnade　Box　Lunch　as　a　Common　Dietary　Education　Tool　to　School　Children　and　Parents　　　〔2560〕

Toshiyuki　KoHRI　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付139．19

近畿大学農学部食品栄養学科（研究職）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　採用147．8

別刷請求先：郡　俊之　近畿大学農学部食品栄養学科　〒631－8505奈良県奈良市中町3327－204

　　　　　Tel／Fax：0742－43－2735

Presented by Medical*Online



664

証した報告はほとんどなく，その根拠に乏しい状況で

ある。また，家庭において食事を担当するのは主に親

であることを考えると，親に対する食育も重要である

が時間的な制約から困難で進んでいない10）。今後，食

育を効果的に推進するためには，子どもだけでなく親

子で共有できる食育を進めていく必要があると考えら

れる。

　以上より，食育を推進していくうえで3つの課題が

考えられる。1つめは野菜摂取量を増加させる介入は

成功例が少なくさらに検討が必要であること，2つめ

は自己申告誤差が懸念される主観的指標だけでなく，

客観的指標も取り入れること，3つめは親に食育を直

接実施することは時間的制約があるため，親子で共有

できる食育ツールを用いて子どもに対して食育を実施

し，家庭で子どもから親へと波及させるプログラムが

必要なことである。

　本研究ではこれらの課題を検討するために，昼食に

学校給食ではなく，親が作る自家製弁当を持参してい

る小学校の5年生を対象にして，弁当を親子共通の食

育ツールとして利用した野菜摂取量（副菜）を増加さ

せる食育介入研究を実施した。さらに，自己申告によ

る食事調査だけでなく，児童の弁当をデジカメで撮影

し，その料理画像から主食：主菜：副菜の表面積比率

を求める客観的指標を用いた評価方法を導入した。弁

当において主食（ごはん）：主菜：副菜の表面積比率

を3：1：2とすることで栄養バランスが取れ，1食

でおよそ100gの野菜摂取が見込まれることが報告さ

れている11）。親子ともに身近で密接に関わりがある弁

当について主食：主菜二副菜の比率を3：1：2に近

づけることを第1目標にして食育を実施し，その効果

を客観的指標を用いて検証した。

II．研究方法

1．対象者

　大阪府内の中核市で，住宅地にある私立A小学校

5年生を対象とした。この小学校では，昼食に学校給

食ではなく，自家製弁当を児童が持参して食している。

親は弁当を作り，子どもはそれを食べることで共に弁

当に関与しているために，自家製弁当を親子共通の食

育ツールとして利用した。倫理的配慮から，A小学

校において単年度の児童を介入群と対照群に割り付け

るのではなく，平成19年度5年生102名（男61名，女

41名）を食育介入群とし，平成20年度5年生94名（男
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52名，女42名）を対照群とした。学校長および担任教

諭に調査の趣旨を説明して承諾を得た後に，児童とそ

の保護者に対して，調査趣旨および調査協力依頼文書

を配布した。すべての児童および保護i者から同意書を

得られ，本調査を実施した。最終的にすべての調査項

目のデータがそろった者は，介入群89名（男51名，女

38名），および対照群84名（男44名，女40名）であり，

これらを解析対象者とした。また，調査データ解析後

には，個人結果を児童とその保護者へ個別に返却した。

　なお，本研究は近畿大学農学部生命倫理委員会の承

認（承認番号20－1）を得ている。

2．研究デザイン

　平成19年度5年生（介入群）には，10月上旬に介入

前調査を実施し，その後，食育介入授業（45分）をll

月に3回，12月に1回，1月に2回実施した。そして

2月中旬に介入前調査と同項目の介入後調査を実施し

た。平成20年度5年生（対照群）には，食育授業を除

いて介入群で行った同項目の調査を1年後の同時期に

実態調査として2回実施した。なお，教育的配慮から

対照群には2回目の実態調査終了後に，介入群と同様

の食育授業を行った。

3．介入前後（実態）調査の内容

1）デジカメを用いた自家製弁当の評価

　食育介入する前に，事前予告なしで1日間，児童が

持参した自家製弁当を，食前にデジタルカメラで真上

から弁当全体が1枚の画像に収まるように撮影した。

その画像から弁当の全表面積を6としたときの主食，

主菜，副菜の表面積比を求めるという客観的指標を用

いた評価方法を実施した。また児童には，料理の種類

と主な使用食材を記載するためのお弁当内容記入用紙

を昼食時に配布して記入してもらった。表面積比の算

出は，食前の弁当の料理画像をB5の印刷用紙にプリ

ントアウトしたものを，画用紙（コクヨ株式会社，キャ

ンパス画用紙　八ツ切）の上に敷き，足立らの「3・

2・1弁当箱ダイエット法」12＞および「食事コーディ

ネートのための主食・主菜・副菜料理成分表」13）に従っ

て，各料理を主食・主菜・副菜に分類し，画用紙に各

料理画像の輪郭を書き写した（プリントアウトした各

料理画像の輪郭をボールペンで強くなぞることによっ

て，下に敷いた画用紙に各料理画像の輪郭を写した）。

次にその輪郭に沿ってはさみで切り取り，主食主菜，
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副菜のグループ毎に画用紙の合計重量を測定した。各

グループの重量比を算出し，これを主食，主菜，副菜

の表面積比とした。なお，果物類は除外して主食主

菜，副菜の比率を計算した。また本研究では，主食と

してパン類（菓子パンや調理パン）を持参していた児

童は解析から除外した（介入群6名，対照群4名）。

2）習慣的な食事摂取状況

　対象者の習慣的な食事摂取状況（過去1か月間）を

推定するために，佐々木らが開発した「簡易型自記式

食事歴法質問票」14）の小学生版（BDHQ－10y）15）を用

いた。質問票は，学校で児童に配布し，自宅で保護者

と一緒に回答してもらい，後日学校で回収した。また

不備があった質問票は，返却して再度回答を依頼して

不備を訂正した。

3）食育授業の概要

　介入群の食育授業の概要は表1に示した。まず食べ

物が自分の体を作り，命をつないでいることに気づか

せ，食べ物の大切さを認識させることから始めた。そ

して食事の基本である主食，主菜，副菜の摂取バラン

スについて，弁当の全表面積を6とした場合に主食：

主菜：副菜の比率が3：1：2とすれば栄養バランス

が良くなると単純化して理解させた。さらに子どもが

主食：主菜：副菜の比率が3：1：2である弁当の料

理を考えて絵に描いたものを，普段弁当を作ってくれ

ている親へ感謝状とともに，家に郵送することで，家

庭で弁当について話し合うきっかけづくりをした。

　本研究の介入ゴールは，児童が持参する自家製弁当

を表面積比で主食：主菜：副菜＝3：1：2にするこ

と，および習慣的な野菜摂取量の増加とした。

4）分析方法

　統計処理はSPSS　for　Windows　ver．20．0を使用し，

有意水準は5％以下とした。

　同一者の弁当の主食：主菜：副菜の表面積比の変化，

およびBDHQ－10yによる栄養素と食品群別摂取量の

変化はWilcoxonの符号付順位検定で有意差を確認し

た。また，介入群と対照群の群間における有意差検定

は，一元配置の分散分析を用いた。

皿．結 果

1．デジカメを用いた自家製弁当の評価

　児童が学校に持参した自家製弁当について，全表面

積を6としたときの主食：主菜1副菜の表面積比を介

入群は図1－1，対照群は図1－2に示した。介入群に

おける弁当の主食：主菜：副菜の比率の平均値は，介

入前（10月）に，3．25±0．75：1．97±O．75：0．78±0．72で

あったが，介入後（2月）は，3．10±0．61：1．45±O．64：

1．45±0．74となった。介入前と比較して介入後は，主

食の比率は有意差はなかったが，主菜の比率が有意に

減少し（p〈0．001），副菜の比率は有意に増加した（p

＜O．OOI）。一方，対照群では，実態調査1（10月）で，

3．29±O．89：1．90±0．83：0．81±0．64，実態調査2（2

月）では，3．31±0．67：1．86±0．64：0．84±0．63であり，

10月と2月で有意差はみられなかった。なお，男女別

の主食：主菜：副菜の比率の平均値は次の通りであっ

た。介入群の男子は，介入前3．34±0．77：2．01±0．78：

0．65±0．65で，介入後3．17±0．73：1．44±O．69：1．39±0．83

となり，女子は介入前3．13±0．71：192±072：0．96±

O．78で，介入後3．00±039：1．47±0．58：1．52±O．62となっ

表1　介入群における食育授業名と学習目標

授業名 学習目標

第1回 食の大切さを学び食に対して興味を持たせる
何でも食べる元気な子1

・食品の働きを理解し，バランスよく食べる意欲を持たせる

授業名 学習目標

第2回 ・ 赤・緑・黄のグループ分けと主食・主菜・副菜の関係を理解する
食事の基本について知ろう1

・食事の基本を考えて食べることの大切さを知る

授業名 学習目標

第3回 弁当は主食3：主菜1：副菜2の表面積比が理想であることを知る
お弁当のバランスをチェックしよう1

・弁当のバランス診断ができ，弁当作りで気をつける点を考える

授業名 学習目標

第4～5回 自分の弁当メニューを考え，バランスを自ら考えられる
まかせて1僕のお弁当1私のお弁当1

・自分が作ったバランスの良い弁当を親に説明する練習をする

授業名 学習目標

第6回 ・ 弁当を作ってくれる人に感謝の気持ちを伝える
これからのお弁当作りに生かそう

・自分で考えた弁当作りの工夫を親に伝える
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図1－1　介入群における弁当の主食：主菜：副菜の表面積比

平均値±SD（n＝89）

介入前vs．介入後（Wilcoxonの符号付順位検定　＊＊＊p＜0．001）
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図1－2　対照群における弁当の主食：主菜：副菜の表面積比

平均値±SD（n＝84）

実態調査1vs．実態調査2（Wilcoxonの符号付順位検定　n．s．）

介入前　vs．実態調査1（一元配置の分散分析n，s．）

介入後　vs．実態調査2（一元配置の分散分析bp〈O．05，　bbbp＜0．001）

た。また，対照群の男子は，実態調査1で3．31±0．88：

197±0．89：0．72±0．57，実態調査2で3．41±O．70：1．82

±0．65：0．77±0．61となり，女子は実態調査1で327±

0．91：1．82±0．76：0．92±0．69，実態調査2で3．19±0．63：

190±0．63：0．91±0．64であった。このように両群の男

子，女子ともに全体（男女合計）で得られた結果と同

様の傾向がみられた。

　弁当の主食については介入群の介入による有意な変

化がみられなかったが，主菜と副菜の比率は変化がみ

られたため，主菜と副菜の比率に注目して散布図にし

た（図2）。なお，散布図中に示した四角形の範囲は，

主菜の表面積比が1および副菜の表面積比が2という

介入ゴールから±30％の誤差範囲内（主菜比がO．7～

1．3，副菜比が1．4～2．6）を示している。介入群では介

入前調査で，四角形の範囲に入る者は5名であったが，

介入後には19名に増加した。一方非介入群では，実

態調査1で4名であったものが実態調査2では9名と

増加したが，介入群の増加と比較すると少なかった。

なお，食後にも弁当箱を撮影して残食量を確かめたが，

ほとんど残食はなかった。

2、簡易型自記式食事歴法質問票（BDHQ10－y）による

　習慣的な食事摂取状況

1）栄養素摂取状況

　介入群および対照群において，主観的評価指標であ

るBDHQIO－yを用いて推定した1日当たりのエネル

ギーおよび栄養素摂取量を表2に示した。介入群では，

介入前と比較して介入後に，たんぱく質（p＜0．Ol），

カルシウム（p＜0．001），リン（p＜0．001），亜鉛（p

＜0．Ol），レチノール当量（p＜0．01），ビタミンB］（p
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図2　介入群および対照群における弁当の主菜と副菜の表面積比の散布図

図中の四角形は，表面積比が主菜0．7～1．3および副菜1．4～2．6である範囲内を示す。
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表2　BDHQ10－yによるエネルギーと主要栄養素の1日当たりの推定摂取量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平均値±標準偏差）

エネルギー・栄養素
介入群（n＝89） 対照群（n＝84）

介入前 介入後 実態調査1 実態調査2

エネルギー（kcal）

たんぱく質（g）

脂肪エネルギー比（％）

炭水化物（g）

カルシウム（mg）

鉄（mg）

リン（mg）

亜鉛（mg）

レチノール当量（μgRE）

ビタミンB，（mg）

ビタミンB2（mg）

ビタミンB6（mg）

ビタミンB12（mg）

ビタミンC（mg）

ビタミンD（Pt　g）

ビタミンK（Pt　g）

食物繊維（9）

食塩（9）

2，168．2　　±　　617．8

　76．7　±　　27．7

　29．8　士　　4．6

305．1　±　　98．3

620．7　±　　2285a

　9．2±3ユ
1，168．3　±　　428．3

　9．1±30
931．1　±　　708．0

　0．9±0．3

　1．6±0．5

　1．4　±　0．5

　9．7±　6．9

179．8　±　　81．6

　14．6　±　　13．0

320．9　±　　170．2

　14．6　±　　5．4

　12．2　±　　3．8

2，248．4　　±　　583．9

　83．7　±　　29．4＊＊

　28．7　±　　4．8＊

306．0　±　　91．4

738．1　±　　252．8＊＊＊

　9．6±3ユ
1，298．4　±　　461．6＊＊＊

　9．9　±　　3ユ＊＊

1，000．4　±　　653．5＊＊

　1．0　　±　　0．3＊＊

　1．7　　±　　0．5＊＊

　1．5　　±　　0．5＊＊

　10．7　±　　7．5＊

189．4　±　　61．3＊

　15．8　±　　11．3＊

353．4　　±　　138．4＊＊b

　l5．5　±　　49＊

　12．5　±　　39

2，30L9　±　　723．8

　820　　±　　252

　29．8　±　　4．8

318．2　±　　123．6

694．7　±　　213．6

　9．4　±　3．3

1265．5　　±　　379．8

　99　±　3．1

1，024．1　±　　1，252．O

　l．0±0．3

　1．7±　0，6

　1．5±0．5

　10ユ　　±　　6．5

178．0　±　　66．6

　14．3　±　　7B

321．1　　士　　132．3

　14．8　±　　4．9

　12．7　±　　3．8

2，304．9　±　　786。9

　84．7　±　　32．3

　29．5　　±　　4．5

316．5　　±　　126ユ

7049　　±　　280．0

　9．3±3．3

1，298．3　±　　490、6

　10．2　±　　3．6

924．1　±　　739．8

　1．0±0．3

　1．7±O．6

　1．5　±　0．5

　10．2　±　　7．4

187．5　±　　71．3

　14．9　±　　10．6

309．0　　±　　1302

　15．3　±　　5．6

　12．7　±　　4．3

介入前　vs．介入後（Wilcoxonの符号付順位検定　＊p＜O．05，＊＊p＜0．01，＊＊＊p＜0．001）

実態調査1　vs，実態調査2（Wilcoxonの符号付順位検定　n．s．）

介入前　vs．実態調査1（一元配置の分散分析　ap＜0．05），介入後　vs．実態調査2（一元配置の分散分析　bp＜0．05）

〈0．01），ビタミンB2（p＜0．01），ビタミンB，（p

＜0．01），ビタミンBl2（p＜O．05），ビタミンC（p＜O．05），

ビタミンD（p＜0．05），ビタミンK（p＜0．01），食物

繊維（p＜0．05）が有意に増加し，脂肪エネルギー比（p

＜O．05）は有意に減少した。一方，対照群では，有意

な変化はみられなかった。男女別の解析では，全体（男

女合計）解析と比較して人数が減少するために，介入

群の男子ではビタミンB12とビタミンD，女子ではビ

タミンB1，ビタミンC，ビタミンK，食物繊維が介

入前後で有意差がなくなったが，これらは男女とも介

入後に増加する傾向がみられた。また，対照群では男

女とも介入前後で有意差はなかった。

　なお，介入群の介入前と対照群の実態調査1の比較

では，介入群でカルシウムが少なかったが，その他の

栄養素に有意差はなかった。介入後と実態調査2の比

較では，介入群でビタミンKが有意に高く，その他

は有意差はなかった。

2）食品群別摂取状況

　BDHQ10－yにより推定した習慣的な1日当たりの

食品群別推定摂取量を表3に示した。介入ゴールの

1つである習慣的な野菜摂取量は，介入前の257．9±

119．Ogに対し，介入後に310．5±117．7gと有意に増加

した（p＜O．OOI）。さらに豆類（p＜0．05），魚介類（p

＜0．05），乳類（p＜0．001）の摂取量も介入後に有意

に増加した。一方，対照群では，果実類のみ有意に増

加したが，野菜摂取量は有意な変化がみられなかった。

男女別の解析では，全体（男女合計）解析結果と比較

して，介入群の男女ともに豆類と魚介類が介入前後で

有意差はなくなったが，介入後に増加する傾向がみら

れた。また，対照群では男女とも全体（男女合計）解

析結果と同じ傾向を示した。

　なお，介入群の介入前と対照群の実態調査1の比較

では，介入群で肉類乳類が少なかったが，その他の

食品群に有意差はなかった。介入後と実態調査2の比

較では，介入群で野菜類が有意に高く，その他は有意

差はなかった。

IV．考 察

　多くの食育介入研究で，その介入効果は主観的指標

を用いた方法で評価されているが5・6＞，自己申告誤差が

生じやすいという問題が知られている8・16）。本研究で

は自己申告による主観的指標（食事歴法）だけでなく，

デジカメ撮影により弁当の表面積比を算出するという

自己申告誤差が生じない客観的指標を用いた評価方法
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表3　BDHQIO－yによる主要食品群の1日当たりの推定摂取量
（平均値±標準偏差）

食品群
介入群（n＝89） 対照群（n＝84）

介入前 介入後 実態調査1 実態調査2

穀類（9）

いも類（9）

豆類（9）

野菜類（9）

果実類（g）

魚介類（9）

きのこ類（9）

藻類（9）

肉類（9）

卵類（9）

乳類（9）

菓子類（9）

嗜好飲料類（ml）

483．3　±　　201．0

77．5　±　　42．8

58．1　±　　39．2

257．9　±　　119．O

I31．5　±　　103．6

87．9　±　　66．7

12．2　　±　　10．1

11．8　±　　12．7

80．5　±　　33．4aa

45．4　±　　26．9

138．9　±　　87．7aaa

91．0　±　　73．8

874．6　±　　368．3

486．2　±　　196．8

77．3　　±　　38．8

67．1　±　　39．1＊

310．5　±　　l！7．7＊＊＊b

129．4　　±　　77．Ob

95．8　±　　73．5＊

13ユ　　±　　9．0

10．5　　±　　11．2

88．7　±　　352

47．5　±　　24．7

227．8　　±　　113．2＊＊＊

82．1　±　　68．0

705．6　±　　245．2＊＊＊

5129　±　　257．0

90．7　　±　　56ユ

59．6　±　　309

2769　　±　　119．6

123．0　±　　86．2

87．6　±　　48．6

12．9　±　　9．0

10．1　±　10ユ

95．6　±　　40．8

46．2　±　　25．6

2072　　±　　116．8

94．1　±　　9L2

786．5　±　　406．5

516．4　±　　251．6

80．5　　±　　34．0

63．2　±　　43．5

278．0　　±　　98．8

165．1　±　　ll5．9耳＃＃

92．7　±　　70．3

12．7　±　　7．7

10．2　±　10．0

100．1　±　　44．2

47．4　±　　22．1

215．8　±　　143．7

889　　±　　80．5

6872　　±　　358．4

介入前　vs．介入後（Wilcoxonの符号付川頁位検定　＊p＜0．05，＊＊p＜OOI，＊＊＊p＜0．001）

実態調査1vs．実態調査2（Wilcoxonの符号付順位検定　＃＃＃p〈0．001）

介入前　vs．実態調査1（一元配置の分散分析　aap＜O．Ol，　aanp＜0．001）

介入後　vs．実態調査2（一元配置の分散分析　bp〈0．05）

を導入した。これにより，本研究の食育介入効果は，

より適切に評価されていると考えられる。また，欧米

の食育介入研究は，効果を検証することが目的である

ため強力な介入内容となっている。例えばカフェテ

リアの環境整備や，地域のスーパーでの啓蒙活動など

も併せた複数の介入を実施したものがあり，介入期間

は，長いもので3年間である5，61。しかし，研究から実

践の場である学校の食育活動にスケールアップしてい

くためには，もっと小さな教室単位で実施可能なシン

プルなプログラムとすることが必要となる。そこで本

研究は，不足しがちな野菜摂取量の増加を目指した食

育を小学校で実施するにあたり，親子で共有できる自

家製弁当という身近なッールを用いた食育モデルを試

みた。なお，本研究対象小学校では，親子の絆を弁当

を通して深めるという意味から学校給食はなく昼食に

自家製弁当を持参している。学校給食は，家庭で不足

しがちな栄養素を補うというメリットがあり，またク

ラスみんなで同じものを食するため，児童に対して給

食をテーマとした食育を実施することになっている17）。

一方で，学校給食は児童のみが関与し，親は直接的な

接点がなく，無関心になりがちである。平成22年度文

部科学省学校給食実施状況調査によると小学校の完全

給食実施率は98．1％となっている18）。このように学校

給食がほとんどの小学校で実施されているが，本研究

で実施した自家製弁当をテーマとする食育モデルは，

例えば月に1回程度，小学校で自家製弁当の日を設け

るなどして十分適用可能と思われる。本研究のように

客観的な評価はないが，実際給食がある公立小学校

において，「弁当給食の日」を設けて食育活動に弁当

を利用していることが報告されている19）。本研究の対

象小学校は私立であり，公立と比較して親子ともに社

会的背景，特性が異なる可能性があるため，公立小学

校においても有効な食育プログラムとなるか，今後検

証していく必要がある。

　足立らが提唱する「3・1・2弁当箱ダイエット

法」12では，①自分に合ったサイズの弁当箱を選ぶ，

②料理が動かないようにしっかり詰める，③料理の組

み合わせは主食3：主菜1：副菜2の表面積比にする，

④同じ調理法のおかずを重ねない，⑤おいしそうでき

れいなこと，という5つのルールを設定している。ルー

ル①については，今回の対象者は5年生であったため，

すでに各自の食事量に合わせた容量の弁当箱が選択さ

れており，また親が子どもの食事量に応じて弁当容器

に食べ物を入れているためか，残食はほとんどみられ

なかった。本研究では，児童が確実に授業内容を理解

できるように可能な限り内容を単純化した。つまり視

覚的にイメージできるルール③の「料理の組み合わせ

は主食3：主菜1：副菜2の表面積比にする」を中心

に授業展開することにした。その結果，介入群では弁

当の主菜比率の減少と副菜比率の増加により3：1：
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2の理想比率に近似する者が増加したことから，野菜

類の摂取量増加に繋がったと考えられる。一方，翌

年度に設定した対照群では，主食：主菜：副菜の比

率の平均値は10月と2月で有意差がなかったことか

ら，介入群における弁当比率の改善は，季節差や児

童の成長に由来するものではなく，介入授業による

効果であることが示唆された。弁当箱を用いた食育

は，1つの容器に1食分が詰められていることから，

限られた空間で1食分の全体像が描けて理解しやす

いといわれ20），子どもの栄養教育に適していると考

えられる21）。一方で，小学生の場合，親が弁当を作る

ことがほとんどである。児童のみに食育を実施しても

有効ではないと考えられるため，子どもから親に波及

させることが重要となる。そこで本研究では，食育授

業で児童に弁当の設計図を描かせ，自分が描いたバラ

ンスの良い弁当を親に説明できるように練習するとと

もに，いつも弁当を作ってくれている親へ感謝の気持

ちを伝える手紙と自分で考えた弁当の設計図を封筒に

入れて家に郵送した。このようにして家庭で弁当が

親子共通の話題となるよう配慮した。親に対して直

接食育する機会は限られており，困難であることが

多いが1°），親子共通の自家製弁当を食育ッールとし

て用いたプログラムにより，児童を通して親に食育

内容を波及させることが可能であることが示唆され

た。これまでの野菜摂取を目的とした児童に対する介

入研究では，成功した例が少ないが56），この理由とし

て家庭では児童の意思だけで野菜を摂取できないこと

が考えられる。つまり，親（調理担当者）が野菜嫌い

である場合や野菜に無関心である場合は，家庭料理で

野菜が使用され難いため児童に対する介入だけでは成

功しないと思われる。本研究では，親子共通の自家製

弁当を食育ッールとしたことで，弁当作りを通して親

が野菜に関心を持ち，家庭で野菜を用いた料理を作る

ようになり，児童の野菜摂取量の増加に繋がったと考

えられる。

　本研究では弁当をデジカメで撮影し，その料理画像

から主食：主菜：副菜の表面積比率を求めるという自

己申告誤差が生じない客観的指標を用いた評価方法を

導入した。食育効果の評価として，学校教育現場にお

いても児童の反応や教員の勘に頼るのではなく，学習

効果を定量化してフィードバックする必要がある。今

回の方法は，料理重量を推定し栄養価を計算すること

と比較すれば，格段に簡素化されたものである。なお，

669

弁当箱の厚みは種類により異なるが，1つの弁当箱の

厚みは一定であり，料理を詰める高さもほぼ一定であ

るため，料理の表面積比と実際の容量は高い相関があ

ると考えられる。しかし，料理を主食，主菜，副菜に

分類するために一定の手間がかかること，およびこれ

らは表面積比を用いた大まかな分類であるために弁当

の栄養素含有量まで得られないなどの限界がある。ま

た，弁当の表面積比は1日間の調査であるため，日間

変動（個人内変動）を考慮した結果の解釈が必要とな

る22）。3大栄養素（炭水化物，たんぱく質，脂質）は

日間変動が比較的小さいが，ビタミン類は変動が大

きいことがOgawaらにより報告されている23）。ただ，

食品群別にみるとビタミン類に影響を及ぼす果実類の

日間変動は大きいが，野菜類の変動は小さいことが示

されているため23），今回の結果への影響は限定的と考

えられる。なお，Ogawaらの報告は，農村部の成人

を対象としたデータであるため，都市部の小学生であ

る本研究対象者にも当てはまるかどうかは不明である

が，一般に小学生は家庭で親と同様の食事をしてお

り，現代の日本では食品の流通網の発達により農村部

と都市部における食事内容の差は大きくはないと思わ

れる。

　本研究では，果物類を除外して弁当の表面積比を計

算した。足立らも，果物類は野菜類とは栄養学的に異

なることや果物はデザートとして独立して食べる場合

が多いなどの理由で副菜に分類していないこと12），さ

らに果物類は，日間変動が大きいことが報告されてお

り23），1日間のお弁当調査では誤差が大きくなる可能

性もあり，果物類を除外した。なお，弁当箱の中に入っ

ていた果物はデジカメで記録されているが，バナナや

みかんなど弁当箱とは別に単体で持参された果物は把

握していない。

　主食がパンの児童は，ごはんとパンでは主食の適正

比率が異なるため9），解析から除外せざるを得なかっ

た。介入群対照群ともにパン持参者は，手作りサン

ドイッチもあったが，多くは市販のパン（ハム，卵な

ど使用した調理パンやメロンパンなどの菓子パン）で

あった。市販のパン持参者は，パン以外何も持ってい

なかったことから，保護者が弁当を作ることができな

い朝にパンのみを持たせていることが考えられた。今

後，パン持参者も含めた効率の良い客観的評価法を開

発することも必要と思われる。

　家庭も含めた習慣的な食事摂取状況を確認するため
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に食事歴法を用いた。介入群における介入後の変化を

みると，豆類摂取量が増加しており，たんぱく質，リ

ン，ビタミンB1，ビタミンKの増加に寄与したと考

えられる。同様に野菜摂取量増加がカルシウム，レチ

ノール当量，ビタミンC，魚介類摂取量増加がたんぱ

く質，亜鉛，ビタミンB2・B6・Bl2，ビタミンD，乳

類摂取量増加がカルシウム，リン，ビタミンB2の増

加に寄与したと考えられる。また，介入後の野菜類や

豆類の摂取量増加は，脂肪エネルギー比率の低下に寄

与したと考えられた。介入群のこれらの変化は，自己

申告によるものであるが，同時に実施した客観的評価

である自家製弁当の副菜比率が介入後に増加したこと

と整合するため，自己申告誤差は限定的と考えられた。

一方，対照群では，果実類を除いて，栄養素や食品群

別摂取量に有意な変化はなく，弁当と同様の傾向がみ

られた。本研究では野菜摂取量を増加させることを目

標としている。食事歴法において介入群の介入前と対

照群の実態調査1の比較では，野菜摂取量に有意差が

なかったが，介入後と実態調査2の比較で介入群の野

菜摂取量が有意に高くなり，ビタミンKも有意に増

加していたことから特に緑黄色野菜の増加が示唆され

た。これらのことから主観的評価ではあるが，介入群

の習慣的な野菜摂取状況の変化は食育介入に由来する

ことが示唆され，親が弁当の内容（主菜と副菜のバラ

ンス）を意識することにより，日常の食事を調理する

際にもバランス意識が高まり，児童の習慣的な野菜類

の摂取増加に繋がったと考えられる。しかし，本研究

の介入群における改善は，食育介入を実施した約2週

間後に調査した結果である。介入効果の継続性（追跡

調査〉については今後の課題であり，介入期間・介入

量と効果の関連についても明らかにしていく必要があ

ると思われる。

V．結 △
冊

≡
■
口

　本研究では自己申告誤差が懸念される主観的指標だ

けでなく，デジカメ撮影により自家製弁当の表面積比

を算出するという客観的指標を用いた評価方法を導入

し，両評価方法において，食育介入効果を確認した。

約4か月間という短期間でも自家製弁当を食育ッール

として用いた食育介入を実施することで，子どもから

親に食育内容を波及させることが可能になり，家庭に

おける児童の習慣的な食事内容の改善にも寄与するこ

とが示唆された。また児童だけでなく，親に対する食

小児保健研究

意識の改善にも効果が期待できることが示唆された。

小児期の食習慣の改善を通して，子どもの健康増進に

寄与することが期待できる。
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〔Summary〕

　In　late　years　the　problem　of　the　meal　comes　to　be

found　in　children　and　the　parents，　and　importance　of

dietary　education　increases．　Meanwhile，　there　are

few　reports　that　verify　the　effects　of　dietary　education，

arld　dietary　education　for　the　parent　generation　tends

to　be　poor．　To　promote　vegetable　intake，　the　pres－

ent　interventional　study　assessed　whether　a　box　lunch

was　useful　as　a　commorl　dietary　education　tool　to　fifth－

grade　children　and　their　parents　in　an　elementary　school

in　which　children　received　handmade　box　lunches　frorn

their　parents．　In　the　intervention　group，　dietary　educa－

tion　of　the　children　was　conducted　with　the　goal　of　the

surface　area　ratio　of　foods　in　their　box　lunches　being　set

as　3（staple　foods）：1（main　dishes　with　meat，　fish，

and　egg）：2（side　dishes　with　vegetables）．　We　also　en－

sured　that　parents　were　educated　about　the　diet　through

their　childrer1，　Diet　history　questionnaire　（a　subjective

index）was　conducted，　and　the　surface　area　ratio　of

foods　in　the　box　lunches（an　objective　index）was　also

investigated　using　a　digital　carnera　scan　before　and　af－

ter　the　intervention．　These　same　investigations　were

perforrned　for　the　control　group．　In　the　intervention

group，　the　mearl　ratio　of　side　dishes　in　the　box　lunches

and　the　mean　habitual　intake　of　vegetables　and　nutrients

such　as　vitamins，　which　are　probably　insufficient，　were

significantly　increased，　whereas　the　fat（％of　energy）

was　decreased．　Meanwhile，　no　change　was　observed　in

the　control　group．　Thus，　these　results　suggest　that　the

parents’ handmade　box　lunch　is　useful　as　a　common　tool

for　imparting　dietary　education　to　parents　and　children．
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